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1 研究の目的と方法

2009 (平成21)年度の学習指導要領の改訂により、知的障害者の教育を行う特別支援学校

の高等部に、教科「福祉J(以下、福祉科)が設けられた。従来福祉科関係の学習は、家政科

の一部等で取り扱われてきた。しかし、学習指導要領の改訂を受け、福祉科関係の学科の新

設が続き、その取り組みが全国的に進展してきでいる。その動向に関する 2013(平成25)年

度までの検討結果(下山・平田:2014)では、①何らかの形でカリキュラムに福祉科に関す

る学習を導入している特別支援学校(知肢併設・私立・専攻科含む)が38校あること、②資

格取得や介護技術またはコミュニケーシヨン能力の習得に学習内容の重点が置かれであるこ

と、③福祉科の学習を導入している学校は増加傾向にあるが、介護福祉サービス業への就労

に十分に結びついているとはいえないこと、④福祉科の学習を実践する上では、進路開拓や

条件整備の点で多くの課題が存在していること、等が明らかとなった。

以上を踏まえ本研究では、さらに2014(平成26)年度の全国の高等特別支援学校(校名に

「高等」と付く)と九州、及び長崎県の知的障害高等特別支援学校(以下、 X校)における

キャリア教育の動向と進路の実態を福祉科に注目して比較検討し、その特徴を明らかにしよ

うとするものである。

研究の方法は、まず、全国の高等特別支援学校の学校要覧・ホームページ等を分析対象に

して、キャロア教育と福祉科の実践動向と特徴を概括する。次に、九州の高等特別支援学校

を対象に実施した補足調査の結果と学校要覧等を参考に、全固と九州を比較検討する。さら

に、長崎県の高等特別支援学校の開校時から 2014年度までの学校要覧を分析対象に、キャリ

ア教育の変遷と進路の実態を明確化する。なお、本稿で福祉科の学習とは、福祉科での学習

とその他の時間における学習(作業学習、実習等)も含む用語として使用する。

2.全国の高等特別支援学校のキャリア教育と福祉科実践の動向

ここでは、全国63校の高等特別支援学校の内、 60校(回収率約95%)の学校要覧等を分

析対象に、学科や作業学習の特徴、進路実態について検討していく。

第一に、職業学科の主な特徴は、①産業科や木工科などの工業系の職業学科が全体の約

42%で最も多いこと(図 1参照)、②専門教科「流通・サービス」や「福祉」の新設に伴って、

近年ではこれらの教科に関連した学科が、現時点では全体の約 14%であること(図1参照)、

③生徒の実態(障害の程度)に応じて、学科及び学級の編成を工夫していること、④普通科

と職業学科を併設している学校もあること、等である。また、普通科で実践されている作業

学習や専門教科等の主な特徴は、①家庭科・食品系(約21%)、工業系(約 19%)、閏芸・農業

系(約 18%)が比較的多いこと(図2参照)、②普通科であっても作業学習や職業科等の時間

を弾力的に活用して、職業学科と同様の学習に取り組んでいること、③地域の産業に合わせ

た作業学習を展開していること、等である。
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第二に、福祉科実践の主な特徴は、①福祉科に関する学習を実践している高等特別支援学

校は全体の約40%であること、②実践校の約70%が2000年代に開校していること、③福祉

科が新設された 2009年度以降に開校した学校の半数以上で福祉科に関する学習が実践され

ていること、④福祉科に関する学習の経験はないが、現場実習先として高齢者関連施設を選

択するケースがみられること、等である。

第三に、進路先の主な特徴は、①2011(平成23)""2013年度の一般就労率が6割以上であ

ること(表1参照)、②一般就労者の5割近くが第三次産業に従事していること(表1参照)、

③その中でも小売業・卸売業やクリーニング・清掃、流通業への就労が全体の5""6割で比

較的多いこと(表2参照)、④2013年度の一般就労率が100%の学校もあること、等である。

3.九州における高等特別支援学技と掴祉科実践の特徴

ここでは、九州8校 (2014年度現在)の高等特別支援学校の内、 7校(回収率87.5%)に

補足調査として行った「キャリア教育に関するアンケート(以下、補足調査)Jと学校要覧等

を分析対象に、学科や作業学習の特徴、進路実態や福祉科の特徴について検討していく。

(1 )学科やコース、教育課程の編成について

第ーに、学科や作業学習の種類は、表3に示す通りである。主な特徴は、工業系や園芸・

農業系、クり一=ング・清掃に関する学習が最も多いこと (7校)、被服や食品、染織といっ
た家庭科系の学習を実践する学校も多いこと (7枝)である。

第二に、作業学習(専門教科に関わる学習)のコース(班)の構成の特徴は、①毎年度、

変更する場合、②3年間固定である場合、③2年次より変更(1年次は全てのコースを経験

させ、 2年次からは1つのコースを継続して履修させる場合もある)の3通りがある。

第三に、作業学習における工夫として、①外部講師の活用、②校外(企業、作業所、公園等)

での作業実施や製品の販売、③喫茶届の併設、等が挙げられる。

第四に、教育課程の中で、漢字検定、ビジネス文書実務検定、ホームヘノレバー、食物調理

技術検定、クリーニング師試験、福祉住環境コーディネータ一等の資格取得に挑戦している

学校があることが明らかとなった。

(2)進路先について

九州の高等特別支援学校における一般就労率や雇用形態の詳細は、表4に示す通りである。

その特徴は、①2011"'2013年度平均で、一般就労率が約70%であること、②第三次産業への

就労率がどの年度においても80%近くあること、③ノ屯ートタイマーでの雇用が圧倒的に多く、

3か年平均で87.8%であることである。
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注〕図1、2は、高等特別支撮学校閃校の学校要覧 (2014年度)教育課程欄より作成.小数点第二位を四捨五入.

-108-



表1 全国の高等特別支援学校における就労率(一般就労と第三次産業)の推移

2011年度 2012年度 2013年度 3か年平均

60.8崎 I 66.796 I 66.696 I 64、796
46.996 I 46.896 I 47.596 I 47.196 

注〕高等特別玄撮学校60枝の学校要覧α014年度)進路先欄より作成.小数点算二位を四捨五入.※一般就労に占める割合.

表2 全国の高等特別支援学校における第三次産業に占める黛種別就労率の推移
業 種 2011年度 2012年度 2013年度

小売業・卸売業など 31.696 26.596 26.396 

タリーーング、清掃、洗車など 16.7% 14.8% 14.2% 

流通、運送、郵便業、製品梱包など 14.796 17.896 13.796 

医慮、福祉、保育など 10.496 9. 796 10.196 

事務業務、用務員、公務員など 5.496 4.396 5.9~色

調理補助業務など 6.1% 6.2% 5.2% 

飲食サービス集務(ホテル黛を含む) 2.996 6.096 4.996 

教育、学習支橿業など 096 2.496 2.296 

リサイクル案、ごみ収集など O. 796 1.996 1.596 

自動車関連業務など 0.296 0.296 0.396 
金融業、保険業など 1.196 0.296 0.296 

その他サービス業 10.296 10.196 15.696 

w高等特別支嫌学校ω校の学校要覧 (2014年度)進路先欄より作成.小数点第二位を四捨五入。

表3 九州の高等特別支援学校における作集学習等の種類

校名 学科 作，医学曹司事の種類

A枝 普通科 工芸、鹿芸、木材加工、被服、窯業

B枝 普通科 工芸コース、極械コース、窯業コース、クリーーングコース、被服コース

C枝 普通科 清掃・福祉、流通・事務、食品・接客、環境・園芸

D枝 普通科
食品コース(パン・接過)、サービスコース(清掃・福松)、技術コース 1(事着印刷・木工入
技術Eコース(織物・ガーデニング)

E校 普通科 農芸、クリ一一ング、木工、窯業、紙工、綾織

F枝 職業学科 園芸科、工芸科、クリーーング科、窯業科

G枝 普通科
介護実習、 OA実務、ピルタリーーング、様客・擁遇、流通、食品加工、木材加工、
農業・園芸

H校 普通科
農業、園芸、窯案、木工、クリ一一ング、健製、ハウスタリ一一ング、ピルメンテナンス、
流通・サービス、介護ボランティア、工芸、グリーンインテリア、野菜裁培

注)九州の高等特別支握学校(8蜘の学校要覧 (2014年度)より作成.

表4 九州の高等特別支援学校における就労率(一般就労と第三次産業)の推移と雇用形態
2011年度

69.896 

2012年度

80.996 
%
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6.0% I 14.7% I 6.0% I 8.9% 
90.296 I 82.996 I 90.296 I 87.896 

注)九州の高等特別支援学校(8劇が対象の補足調査(7船より作成。小数点第二位を四捨五入.※一般就労に占める割合.
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(3)福祉科について

九州では職業学科の中で福祉科を設置している学校は、未だ見られないが、普通科の学校

4校で福祉科に関連する学習が実践されている。その4校の主な特徴は、①作業学習や現場

(企業)実習、各教科の一環として実践されているということ、②ピル清掃や洗車と介護周

辺業務に関する学習を関連付けて実践していること③外部機関と連携し、介護講座や訪問
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介護員(ホームヘノレバー) 2級の資格取得に取り組んでいること、④ホームヘノレバーや介護

福祉士を外部講師として活用している学校もあること、⑤学習の成果としては<関心が高ま

ったこと〉や<介護福祉に関する就労希望者が増加したこと>があること、⑥課題としてく

設備や人材、教材を充実させていくこと>や<実習先を開拓すること>があること、等であ

る。福祉科に関連する学習を実践していない4校においては、その理由として<設備や人材

に制約があること>ゃく他の学習を充実させるため>、<現在、福祉科の実施を検討中であ

る>ということが挙げられている。

4.全国と九州の高等特別支援学校の比較

キャリア教育と福祉科に注目して、全国と九州を比較検討すると、以下のようにまとめら

れる。

(1 )学科やコース、教育隈程の編成について

第ーに、学科の主な特徴として、①全国で工業系の学科が全体の約4割を占めていたよう

に、九州でも職業学科 (1校のみ)において工芸科や窯業科が設置されていること、②全国

では「流通・サービス」や「福祉」に関する学科が増加傾向にあるが、九州では未設置であ

ること、③生徒の障害の程度や特性に応じた学科分けや、職業学科と普通科の併設が全国で

は確認できるが、九州では未だ見られないことである。

第二に、普通科で実践されている作業学習や専門教科等を比較樹すした際の主な特徴は、

①工業系や園芸・農業系、家庭科系の学習が全国動向と同様に多いこと、②クリーニング・

清掃の学習を実施している割合は、全国の約 15%に対して、九州では7校中6校と多いこと

である。

第三に、教育課程の主な特徴として、①普通科の学校における作業学習等に関連して、コ

ース制を取り入れている学校があり、全国傾向左同様にコースがく 3年間変化しない場合〉

と<毎年度変化する場合>と<2年次にコースを選択する場合>の3通りがあること、②高

等特別支援学校以外の高等部でも導入されているデュアルシステム型の現場実習が、九州内

でも実施されていること (3校)、さらに、導入を検討している学校もあること (2枝)、③

全国傾向と同様に積極的に努力する態度の育成等を意図して、事務や調理、清掃や介護に関

する資格取得に挑戦させていること、等である。

(2)進路先について

全固と九州の進路先 (2013年度)を比較した結果は、表5に示す通りである。その特徴は、

①全国よりも九州の高等特別支援学校の一般就労率の方が、 7%高いということ、②第三次

産業への就労率に着目すると、全国では40%代後半であったが、九州では約80%と倍近いこ

と、③介護福祉サービス業系への就労率に着目すると、全国では2013年度は医療・保育系へ

の就労者と合算しても約 10%と低く、九州においても約14%と就労へと結びつくケースは未

だ少ないこと、等である。

表5 全固と九州の高等特別支援学枝における就労率(2013年度)の比較

一般就労率

第三次産業就労率 ※ 

(第三次産業に占める)医療、福祉、保育等への就労率

日
一
向
一
向
一
川

九州

73.6% 
80.9% 

13.7% 

注)高等特別支煩学校全国60校の2014年度学校要覧より作成.小数点第二位を四捨五入.※一般就労に占める割合.
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(3)福祉科について

福祉科の主な特徴は、①九州では職業学科としての福祉科に関する学習の実践はないが、

普通科において作業学習や職業科等の指導形態で福祉科に関する学習が積極的に実践され

ていること、②資格に関して、九州内では全国傾向と同様に福祉に関する学習を実施して

いる学校の内2校で訪問介護員(ホームヘルパー) 2級取得に取り組んでいることが挙げ

られる。

5. X枝におけるキャリア教育の変遷と進路の実態

ここでは、全国と九州の高等特別支援学校の比較検討の結果を踏まえて、 X枝(=表3

のE校)の開校から 2014年度現在に至るまでのキャリア教育の変遷と進路実態を中心に整

理・検討していく。

( 1 )生徒数の推移について

X校の生徒数の推移は図3と表6に示す通りである。その特徴は大きく 2期に分けられ

る。第1期は 1991 (平成3)年度の開校から 2001(平成 13)年度までの 1学級当たりの

生徒数が定員9名を基本としている 11年間であり、第2期は 2002(平成 14)以降の 1学

級当たりの生徒数が定員8名を基本としている時期である。第1期の 1999(平成 11)年ま

では入学定員以上の生徒が入学していたが、入学定員よりも入学者数が 10名も不足する年

(2000年度)もあったことが分かる。第2期の 2005(平成 17)年からは入学定員と入学者

数が一定となり、 2006(平成 18)年より学級数も 12学級で推移している。
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園3 X枝の生徒数の推移

表6 X枝の男女別・合計生徒数(人)、学級散の推移

年度 1ω1 1992 1993 19倒 1995 1996 1997 1ωa 1999 2∞o 2001 2002 
昆子 11 24 39 44 50 54 53 58 61 57 52 46 
女子 7 12 17 20 26 31 34 27 34 27 30 21 
計 18 36 56 64 76 85 87 85 95 84 82 67 
入学者 18 (18) 18 (18) 21 (18) 27α7) 30 (27) 30(27) 30 (27) 29(27) 39 (36) 17α7) 26α7) 25 (24) 

学.. 2 (9) 4(自) 6 (9. 3) 7(9.1) 8 (9.5) 自(9.4) 9 (9. 7) 自(9.4) 10(9.5) 9 (9.3) 9(9. 1) 8 (8.4) 

年度 2∞3 2∞4 2∞5 2006 2∞7 2∞8 20ω 2010 2011 2012 2013 2014 
毘子 59 61 66 62 64 61 55 55 62 68 73 66 
女子 34 制 44 37 29 33 38 40 33 28 22 29 
計 93 104 110 99 93 94 自3 95 95 96 95 自5
入単者 43(40) 36 (32) 32(32) 32 (32) 32 (32) 32(32) 32 (32) 32(32) 32 (32) 32(32) 32 (32) 32 (32) 

学.. 11 (8.5) 12 (8. 7) 13 (8. 5) 12 (8.3) 12(7.8) 12 (7. 8) 12(7.8) 12 (7. 9) 12(7.9) 12 (8) 12 (7.9) 12(7.9) 

注)入学者の( )内はその年度の入学定員であり、学級散の( )肉は1学級当たりの平均教を示す。
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(2)発達段階と疾病及び副障害の状混について

発達段階について学校要覧に記載があった 1991.-......2002年度の状況は図4と表7に示す

通りである。発達段階の程度が軽度の生徒に着目すると、開校時の 1991年度と 1992(平

成4)年度には7.......8割を占めていることが分かる。その後は6割代となり、 1996.......1998

(平成 10)年度にかけて再び、約8割に戻っている。最も割合が少なかったのは、 2000(平

成12)年度の5割代である。その後は6割前後で推移している。

また、疾病及び副障害の状況について、学校要覧に記載があった 1996(平成8).......2014 

年度までを整理した結果は、表8に示す通りである。その特徴として、①「自閉症(傾向

含む)Jと「自閉症含むその他の疾病異常」に代表される自閉傾向の生徒や、「てんかんJ、

「心臓疾患」の生徒が毎年度、一定数在籍すること、②「脳性マヒ」の生徒は2012(平成

24)年度から「ダウン症」である生徒は2008(平成20)年度から在籍が確認できないこと、

③2004 (平成 16)年度より「広汎性発達障害」や「多動性障害」の項目が登場し、 2006....... 

2010 (平成22)年度にかけて i(軽度)発達障害」の生徒が在籍していたこと、④2004年

度から知的障害を中心としつつも、面11障害の実態が多様化してきていること、等が挙げら

れる。
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園4 X枝の生徒の発達段階の推移

表7 X枝の生徒の発達段階の推移(人数・割合)

年度 1991 1992 1993 1994 1995 1998 

中度 4 (22.2%) 7 (19.4%) 21 (37.5%) 25 (39.1%) 24 (31.8%) 19 (22.4%) 

軽度 14 (77.8%) 29 (鈎.8%) 35 (62.5%) 39 (60.9%) 52 (88.4%) 66 (77.6%) 

年度 1997 1998 1999 E凹日 2∞1 2∞2 
中度 17 (19.5%) 21 (24.7%) 34 (35.8%) 38 (42.9%) 28 (34.1%) 28 (38.8%) 

軽度 70 (80.5%) 64 (75.3%) 61 (64.2%) 48 (57.1%) 54 (65.9%) 41 (61.2%) 

注)( )肉lま全校生徒数に占める割合を示す.

(3)教育目標の変化について

X校の教育目標の変化について整理をすると、表9に示す通り 4つの時期に分けて捉え

ることができる。その各時期の特徴は、①第1期は開校に際し、教育の対象を「精神発達

(発育)Jの遅れの程度が中度又は軽度の者としていること、②第2期では教育の対象を「精

神発達(発育)Jから「知的発達」の遅れがある者としていること、③第3期より「自力通

学が可能である者」という条件が追加されていること、④第4期にはX校の立場が「後期

中等教育機関」であると明記していること、等である。開校より一貫しているのは、「社会

的、職業的自立に必要な能力や態度を身につけさせ、将来、社会の一員として自己の生活

を充実していくことができる人聞を育成する」という目的規定である。
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表8 X枝における生徒の疾病及び副障害の推移(人数)

障害種/年度 1鈎日 1897 1998 1989 20∞ 2001 2002 2003 Z創)4z∞5 z∞目 z∞7 2008 ZOO8 2010 2011 2012 2013 却14
脳性マヒ 5 4 4 2 2 2 3 3 3 2 。3 2 2 
てんかん 10 15 11 14 11 10 7 9 12 12 12 8 8 5 7 6 7 4 5 
心臓疾恵 2 5 3 3 2 5 4 4 2 3 2 5 5 6 6 3 3 7 
噛息 4 3 2 。 2 2 4 6 6 7 6 4 3 
ダウン症 2 2 3 2 2 3 4 4 2 
言語陣容 2 2 2 
(軽度)発達障害 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 8 6 9 10 11 ー ー ー ー
広汎性発達障害 ー ー ー ー ー ー ー ー 2 3 ー ー ー ー ー ー ー ー ー
多動性障害 2 2 
自閉症{傾向含む) ー ー ー ー ー ー ー ー 7 9 8 5 5 8 10 15 10 9 15 
自閉症等含むその

13 16 14 12 8 10 14 21 
他の疾病鳳常

その他 2 3 z 4 6 
注)1996-2014年度の合計で10名を超える障害橿やそれに関連するもののみ肥載。「ーJr立記載のない年度を示す.

表9 X枝における教育目標の変化

時期 年度 教育園栂

1991- 精神発育の遅れの程度が軽度又は中度の者に対し、祉会的、職業的自立に必要な能力や態度を身につ

1期
1993 けさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充実してい〈ことができる人聞を育成する.
1994- 精神発達の遅れの程度が軽度又は中度の者に対し、祉会的、職業的自立に必要な能力や態度を身につ
1996 けさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充実していくことができる人聞を育成する.

2期
1997- 知的発遣の遅れの程度が軽度又は中度の者に対し、祉会的、職業的自立に必要な能力や悠度を身につ
2002 けさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充実していくことができる人聞を育成する.

3期
2003- 知的発達r=遅れがあり‘自力通学が可能である者r=対し、社会的、職業的自立に必要な能力や態度を身
2叩5 につけさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充実していくことができる人聞を育成する.

本校は、後期中等教育櫨聞として、知的発達に遅れがあり、自力通学カ句能である者に対し、次の教育

4期
2006- 目標を掲げて教育を行う.
2014 社会的、職業的自立に必要な能力や態度を身につ(付)けさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充

実していくことができる人聞を育成する.

注)主盤直は前項目との変化を示す.

(4)教育方針と経営方針の変化について

まず、 X校の教育方針の変化は、表 10(左)に示す通り、前半期の 1991......2003(平成

15)年度と後半期の 2004......2014年度までの大きく 2つの時期に分けて捉えることができる。

主な特徴として、第一に③において、前半期のく集団活動への参加>に変えて、後半期に

はく個人の可能性や個性を生かす>という理念が採用されていること、第二に④において

は、<社会生活に必要な習慣や態度>を定着させることを重視していることである。全体

としては、教育方針の内容の記述に大きな変化は見られないといえる。

次に、X校の経営方針の変化について整理すると、表 10(右)に示す通り 4つの時期に

分けて捉えることができる。その特徴として、①開校当初である第1期には、「生きて働く

学力を身につける」という文言が存在していたこと、②第2期の 1995年度より職業教育の

実践の中でも「職業的態度の育成」に重点が置かれ始めたということ、③第3期より「職

業的態度の育成Jに代わり「個性豊かな生徒の育成」に重点が置かれ、特別支援教育(高

等養護学校)としての専門性の向上と聞かれた学校づくりに努めていること、④第4期に

は「社会的、職業的自立に向けた能力・態度の育成」を掲げたこと、等が挙げられる。
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表10 X枝の教育方針と軽営方針の変化

教育方針 経営方針

〈時期) ①丈夫な体と自 〈時期) (年度) ①生徒の能力、特性を十分に開発し、将来生きて働〈学力を身につける教育

立の心を養う. 課程を語成する.

②豊かな情操を ②全職員各自の職務と相互協力によって、効率的な校務の推進に努める.

育み、円満な人 1期 1991 ③全職員の特長を生かし、特色ある学校づくりと職業教育の実践に努める.

格を形成する. ④意欲的に研究、研修活動に勘み、専門性を高め指導力の向上に努める。

前 ③集団活動に進 ⑤関係機関、地域社会及び保護者との連悌を密にし、本校教育の理解啓発と

半 んで書加する 撮興に努める.

期 態度を養う.
1992 
①生徒の能カ、特性を十分に開発し、主重1Iを身につける教育楳程を編成する.

1991 ④社会生活に必 ②全職員各自の職務と相互憧力によって、効率的な校務の盤車に努める。

要な知職や技 1993 
③量職員の特長を生かし、特色ある学校づ〈りと職業教育の実践に努める.

2003 能を身につけ ※①~③を変更.
る.

2期 1994 
③各職員の畳盤を生かし、特色ある学校づ〈りと職業教育の実践に努める.

⑤職業生活につ ※③を量E更.
いて正しい理解 ①生徒の能カ、特性を十分に生かし、生活カを身につける教育課程を編成する.
と技術及び態 1995 @各職員の特徴を生かし、特色ある学校づ〈りと職業的態度の育成に努め
度を身につけ る.
る.

2∞3 
※①、③を変更。

①丈夫な体と自 ①生徒の能カ、特性を十分に生かし、生活カを身につける教育課程を編成する.

立の心を養う. ②全職員各自の職務遂宣と相互協力によって、効率的な校務の処理に努める.

②豊かな情操を ③各職員の畳宜を生かし、特色ある学校づくりと個性豊かな生徒の育成に努

育み、円満な人 2∞4 める.
格を形成する。 ④意欲的に研究、研修活動に励み、高等養護学校としての専門性を高め、圭

2∞7 
③主輩一人一 ら!こs地域社会を支量主るための聖明性の向上に努める.

人のもつ可盤 ⑤た関学係校様づ闘く・地りに域努社め会る及。び保障者に誼しs望量錘菖の透盟監査盲めョ固かれ
後 性や個性を最 ※②~⑤を変更.
半
文理に生か主.

3期
②職員各自の特性を生かし、特色ある学校づくりと個性豊かな生徒の育成に

期
④社会生活に必 努める。

2004 要な知臓や宜 ③職員各自の職務遂行と相互協力によって、組織的で効率的な校務の処理

置及び態車を 2∞s に努める.
2014 

身につ(付)It
2013 
④意欲的に研究、研修に励み、特別支橿教育の専門京としての専門性を高

る. める.

⑤聡業生活につ ※②と③が入れ替わり、④から『研修活動』の『活動』、「さらに、地域社会

いて正しい理解 を支援する』という表現がなくなる. ※②~④を変更.
と量盤及び態

②職員各自の特性を生かし、特色ある学校づ〈りと、社会的、職象的自立に向
度を身につ 4期 2014 

けた能力・鍛度の育成に努める. ※②を変更.
(付)ける.

注)主盤量は前項目との変化を示す.

(5)各年度の重点目標と進路指導部における努力目標の変化について

X校の各年度の重点目標の変化について整理すると、表 11に示す通り大きく 3つの時期

に分けて捉えることができる。その特徴は、①第1期の 1991から 1992年度へ移行の際に、

「生活教育」や「生活指導」という用語を導入していること、②1992年度より、特に作業

学習において「個に応じた指導の徹底」に努めており、教育全般を通して「職業的態度」

を育成することに重点を置いていること、③第1期の 1993(平成5)年度よりく地域社会

との交流を深めること>、2004年度にはく関係機関や地域、保護者の期待に応えること>

を掲げていたこと、④第2、3期には毎年、内容に変化が見られ、 2007年度より「個別の

教育支援計画」や「各教科・作業のチェックリスト」の活用が始まったこと、⑤第2期の

2008年度より<進路学習を組織的系統的に進めること>を意識し、さらに、県指定の研究

にカを入れていたこと、⑥2011---2014年度には、 <入試選考の検査項目、内容の検討>に

焦点を当てていること、⑦第3期には、「キャリア教育・就労支援強化事業」に伴い、<職

業教育やキャリア教育の現状や課題>を整理し、「職業学科設置」に向けて教育課程の編成

の方向性を確立する取り組みを実施していること、等である。
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表11 X枝における各年度の重点の変化

時期 年度 各年度の重点

①生徒の学力が、生きて働〈力となる教育課程を編成するように努める.
軍寝業に創意工夫をこらし、集団化と個別化に努める.

1991 ③望ましい生活習慣を確立させるための生徒指導に努める.
④勤労の意欲と耐性を養い、職業的技術の向上に努め、職場開拓を推進する.
⑤本校教育の理解啓発活動の推進に努める。

①生徒の身につける筒能力が、生きて働〈力となるような生活教育の実践に努める.
②作業学習において創意工夫をこらし、個に応じた指導の徹底に努める.

1992 ③望ましい生活習慣を確立させるための主孟指導に努める。
④本校教育全般をとおして、職業的態度と耐性を養い、職業的技術の向上に努め、職場開拓を推進する。

※①~④を変更。

1期
①生徒の身につける諸能力が、生きて働〈力となるような生活教育を実践する。

②作業学習において創意工夫をこらし、個に応じた指導の徹底を園盈i
1993 ③望ましい生活習慣を確立させるための生活指導を徹底する.

1994 ④本校教育全般をとおして、職業的態度を養うとともに、.集的技術の向上に努め、職栂開拓を宜主i
⑤本校教育の理解啓発活動の推進し、地様社会との交流を深める.
※全て変更し、④から『酎性』という表現がなくなる.

1995 ④本校教育全般を逼」主、職業的怨度を豊島うとともに、職業的量盤の向上に豊盈盈ι
※④を変更し、『職場開拓行う』という表現がなくなる.

2003 

2004 ④本校教育全般を通して、職業的態度を養うために.職業教育・進路指導の充実に努める.

⑤本校教育の理解啓発活動を推進するとともに、園盤撞固・撞福祉垂孟話量瞳童の掴置に座孟i自主主畳め
2006 量。 ※④、⑤を変更.

dM固盟の盤宣車量註画や垂教邑・佳塞のチ~ストの孟盟主回世主生徒一人一人の生墨書s望書や生
案能力を高める.
i J圭盤sみ【垂}な日などの基杢的生重置置の彊立査図る霊
ii 生隼自ら量全に墨壷~量生塞への取日担み意欲を直めるg

2007 iii車業人としての基礎学力や作業能力を直める.
②現場実習先及び進路先の開拓に努める。

③婁~止ま直めるためs 瞳且自らが置量に畳めた担当主盤としての亜修を量進主るs
④学年怒盟会主学級恕盤会ョ育成会等を通してs保聾者との連盟を園り生隼の置園周の量豊を図る.
※全てを変更し、⑤がなくなる.

②進路学習を組織的系統的1=進め、現場実習先及び進路先の開拓に努める。
2期 2008 ③特別支慢教育の専門司震として、職員自;tJt研修に努め、学校としての研修を推進する.司県指定研究の

研塁壁想を確室しs園連主る研室肉聾の整理を行室。 ※②、③を変更.

2009 
③特別支媛教育の専門司震として、職員自らカ電研修に努め、学校としての研修を推進する.司県指定研究の

本重量に向けてs亘なるs 肉聾の墨書圭図る霊 ※③を変更.

2010 
③特別支媛教育の専門憲として、職員自らが研修に努め、学校としての研修を推進する.=。平成2目、21年

u量UE盛畢の盤宣謹霊童への亙監の樟量室園i..a ※③を量E更.
2011 
④124生産入学還垂1=向けてs撞査彊自主肉聾の盤酎査E忌
⑥，.1立初周年記念事集を行う. ※④と⑥の肉容を追加。

2012 ※⑥の「創立20周年記念事業を行う』という表現がなくなる.

2013 ④'26年度入学選考に向けて、検査項目、肉容の検肘を行弘 ※④を変更.

①量喧墨畳盟主量教宣量進基杢註酉重2皇室血註酉『圭宝~盤宣・且盟主盤強化聖塞1.1こ益l主盈~瞳塞
教置の主宰のための塞践置宜』査スタートさせるE
iBの目的・自聾・左量:ii固についての瞳且固の意識の韮査a
ii 杢盤に藍l土盈瞳塞輩宣・圭宝~盤宣の彊盤と課畠についての葺理，

3期 2014 iii杢藍の隼宣sめま主主盆4h教宣目楓霊についての臨畠固の墓誌の基室温
W瞳塞差畳設量に向l主た整宣璽豊富虚の左自監の彊立，
④127年度入学者選考横査に向けて、検査項目、肉容の検酎を行う.
⑤学年懇般会、学級恕般会、育成会などを通して、情報発信を充実させ、保護者との連携を図る.

※①、⑥、⑤を変更し、⑤から「生徒の諸問題の解決を図る』という表現がなくなる.

注)主量量lま前項目との変化を示す.

X校の進路指導部における努力目標の変化を整理すると表 12に示す通り 5期に分けて

捉えることができる。まず、運営方針(表 12・左)の特徴として、①第1、2期は卒業生

を輩出していない時期であり、第2期より<職業人として(社会生活に)適応できる力を

育てること>や「個性を活かす指導」、「職業的適性の把握Jが重点化してきたこと、②卒
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表12 X枝の進路指導部における運営方針と努力目標の変化
時期 運営方針 努力目標

(年度}

①情報の収集や提供を積極的
(年度}①個人観察・諸検査の実施等を通して個々の実態を把握し、計画的に指

に行い、進路に対する理解と
導をffう.

1期 1991 意欲を高める. 1991 
②校外実習、枝肉実習等の体臓学習を通して働〈意欲と喜びを育てる.

②社会人として立派に生きて
争家庭との緊密な連携と協力体制のもと、将来の社会人、職業人として望

働〈カを身につけさせる.
ましい生活態度を育てる.

④生徒の適性の応じた職場開拓を行う.

①盆室生遣に盛軍主盤皐~盤
庫量豊lこつ{iまL!主主せ，畳 ①隼笹の塞盤圭担量し‘置に座じた誼霊童徹底主盈a

ま.盆会人sm墨人として量 ②諸積章査宣い量生隼の里墜s国企.盤主査固量しs進路指聾に役立て

1992 
応できる力量買てる.

1992 
盈ι

2期 ②情報の収集、提供を積極的 ③墜白星置s現量書置圭E宣ことによって当園陸塞人として畳〈能力主態IL
1993 に行い、主隼虫進路に対す 1993 意欲(意欲、態度、能力}を高める。

る理解と意欲を高める. ④個人面L保聾者面瞳をとおしてs学量と家屋との連豊を深め当適切な
@祖国量査生か主撞準査宜いs 職場開結を行う.

職業的適性の杷握に努める. ※全てを変更.
※①、③の肉容が追加される.

①枝肉実曹、現場実習を通して、職業人として働〈意欲、態度、能力を高める.

②生徒の実態を血量l三把握し、個に応じた指導を徹底する.
②個性を生かす指導を行い、 @;諸検査三園査を行い、生徒の興味、関心、能力を開発し、進路指導に役

職業的適性の把握に努め
1994 
立てる.

る. ④個人面談、保護者面接を呈」宝、学校と家庭との連機を深め、適切な職

⑤情報の収集、提供を積極的 場開拓を行う.

に行い、生徒、量盟主の進 @盗塁生の重量牽盟国し..... 揖に適応させsまたd 室園ることに畳めるs
路に誼主~理盤と意欲圭直 ※③が①になり、①が②になり、②が③に入れ替わり、全てを変更。

1994 
盈盈ι ⑤職場との連機を園りながら、卒業生の職場を訪問し、職場に適応させ、

3期 1995 

1999 ④金属且で畢量圏直査査室こと
また定着を園ることに努める. ※軍港変更.

によ日進置に盟主る意識を 1996 ④個人面陵、保護者面肢を通して、学校と京庭との連携を深め、適切な進

宣金盈1 畳量豊を行う.

⑤卒業後のアフターケアーを充 199B ※@を変更。

実させる. ⑤就労者については、職場や家庭との連績を園りながら、問題の早期発
※②と③の内容が入れ替わ 旦・躍注に畳め畳，主主s自宅鐘担者|こついては註金量産加|こ由l土ての
り、③~⑤を変更。 1999 相談指導を継続して行弘

※⑤から『卒業生の職場を訪問し、職場に適応させ、また定着を図るこ

とに努める』という表現がなくなる.

2は)0
2000 
※①から「職業人』としてという ※①から「職業人』としてという表現がなくなる.

表現がなくなる. 2∞s 
Z瓜)4

2は)4※③から「錆検査』の表現がなくなる.

E∞5 ⑤金生隼の追跡調査室宜い、 2∞5 
③置人面量・墨書者商量査通してs空量と車庫との連盟査深めs適切な進4期 卒業後のアフターケアーを充

2∞E 実させる. ※⑤を変更。 2∞B 路指導を行う.
④就労者については、職場鑑量]や重量との連機を園りながら、問題の早

※⑤の「全生徒の追跡調査を
行い、卒業後のアフターケア

期発見・解決に努める.

2∞7 
ーを充実させる」という表現

2∞7 ※⑤の『自宅待機者については社会参加に向けての相識指継を継続
がなくなる.

して行う』という表現がなくなる.

2∞B ④塞人星空iなどl量産圏」一本一人iひ主山の聾止に応じた皇軍監査
拡大する.

z?S※⑤に『アフターケアに努める』捌 ※⑥を変更.
5期 ④関係省E聞との連携や、求人票等を活用し、ー人一人の特性に応じた実
2014 という表現が追加される. 12010 

習先を拡大する.

⑤就労者については、職場(施殴)やま庭、関係様聞との連携を園りなが
2014 
ら、問題の阜期発見・解決に努める. ※④、⑤を変更.

注)主盤畳は前項目との変化を示す.

業生を輩出した後である第3期には、就労後の「アフターケアJを充実させ、全職員で職

場開拓をすることで進路に対する意識を高める取り組みを始めたこと、③第4期には「職

業人」という表現がなくなり、 2005年度より「全生徒の追跡調査」を実施していること、

④第5期には、2007年度に表記がなかった 「アフターケア」に努めることを再び掲げてい

-116-



ること、等が挙げられる。

次に、努力目標(表12・右)の特徴として、①第1期から2期への転換の際に、目標を

達成する方法をより具体的に示していること、②第3期の 1994(平成6年)"'1998年度に

は<卒業生の職場訪問>を計画し、 1999年度にはく自宅待機者の社会参加に向けた相談指

導>を継続することを明記していること、③第5期より、求人票などを活用し、関係機関

と連携することで生徒の実態に応じた実習先の拡大に挑戦していること、等が挙げられる。

(6)週授業時数の変化について

X校の週授業時数の変化を整理すると表 13に示す通り 4つの時期に分けて捉えること

ができる。その特徴は、①国語や数学、保健体育(保体)、家庭は開校当初より時数に変化

がないこと、②第1期の 1993(2、3年次)""2001年度(全学年)の作業学習(作業)の

時数は 16と最も多く、生活単元学習(生単)や特別活動(特活)がその影響を受け、時数

が減少していること、③第2期の4年間のみ、自立活動(自立)を実施していたこと、④

第2期の自立活動や総合的な学習の時間(総合)の設置によって、生活単元学習や作業学

習の時数が減少しているが、特別活動の時数は増加していること、⑤第2期からは総合的

な学習の時間、第4期からは職業科の学習が始まったこと、等である。

表13 X枝における週授業時教の変化

時期 年度 学年 国語 数学 音S隆 美術 保体 司I!:Il 生単 作業 特活 自立 総合 聴集
1991 1年 2 2 2 2 4 2 5 12 3 

1年 2 2 2 2 4 2 E 12 3 
1992 
2年 2 2 2 4 2 5 13 3 

1993- 1年 2 2 2 2 4 2 4 13 3 ー ー ー

1期 1994 Z、3年 2 2 z 4 2 3 16 3 

1995- 1年 2 宣 2 4 2 4 16 2 

1999 2、3年 2 2 2 4 2 4 16 2 

20∞~ 1年 2 2 ー z 4 2 5 16 ー ー ー

2001 2、3年 2 2 2 ー 4 2 5 16 ー ー ー

1年 2 2 z 4 2 4 12 4 
2期
2∞2-

2年 2 2 2 4 2 4 12 4 
2005 
3年 2 2 2 4 2 4 12 4 ー

1年 2 2 ー 2 4 2 5 12 4 ー ー
2∞8-

2年 2 2 z 4 2 5 12 4 
2007 
3年 2 2 2 4 2 E 12 4 

3期
1年 2 2 ー z 4 2 4.5 12 4 ー 1.5 ー

2008 2年 2 2 2 ー 4 2 4.5 12 4 ー 1.5 ー

3年 2 2 z 4 z 4.5 12 4 1.5 

1年 2 2 z 4 2 4 12 4 
4期
E∞9-

2年 2 2 2 4 2 4 12 4 
2014 
3年 2 2 2 4 2 4 12 4 ー

表14 Y枝 (2013年度〉の週授業時数

注) 2、3年次は職業コースの週授業時数.道徳lま省略.

守，'E--
可
1
4



表 14は、長崎県の特別支援学校(y校)の高等部の週授業時数 (2013年度)を整理した

ものである。 Y枝は県下でもキャリア教育に力を入れており、普通コースと職業コースを

併設している。そこで、 Y校とX校の週授業時数について比較検討すると、その主な特徴

は、①各教科の占める時数に大きな差はないこと、②Y校では外国語の指導(1年次)と

日常生活の指導(日生)を実施し、作業学習の次に日常生活の指導に時間を多く割り当て

ていること、③作業学習の時数に関して、 X校の方が2""'4時間多いということ、等であ

る。

(7)進路実態の推移について

表 15と図5は、 X校の 1993""'2013年度の進路実態の推移を就労形態別に整理したもの

である。その特徴は、大きく 3期に分けられる。第1期は 1993""'1997(平成9)年度の5

年間で、一般就労の割合が 100----60%と大きく福祉施設(入所・通所)の割合を上回って

いる時期である。第2期は 1998""'2007年度で、 1998年に自宅の増加や一般就労率の3割

以下などの変化が生じ、以後一般就労率が2割前後 (2003年度は最低の4%)で推移して

いる 10年間である。また、第2期の 1999年度には福祉施設の割合が一般就労の割合を上

回るとともに、事業後の進路先としても職業訓練や職業準備を選択する生徒の割合が約2

----3割へと増加している点が特徴的である。そして、第3期は 2008----2013年度で一般就労

の割合が再び福祉施設の割合をほぼ上回っていく 6年間である。また、第3期になると、

一般就労の割合が4割代から6割代近くまで復調していることがわかる。

表15 x枝の進路実態の推移(人数〉
鴎種/年度 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2ぽ)()2001 2∞z 2ぽ)32004 忽崩 2ωs 2007 公1082ぽ淘 2010 2011 2012 初13
一般就労 18 12 16 17 16 a 4 5 9 3 5 9 10 6 13 13 13 16 14 18 

福祉施殴 。2 2 4 7 7 自 11 19 8 17 11 26 16 18 12 12 15 8 13 10 
進学 。。。。。。。。。。。。 3 。。。。。。。
.第四11舗rJ組側 。2 2 2 2 3 7 7 8 4 6 10 6 7 7 5 2 2 6 5 3 
自宅 。 。2 4 9 8 5 2 。。。。。。。。。。
その他 。。。。。。。。。。。。。。。。 。 。。

100% TiI川 fuFZ自瓦ムユよLf4L斗 37ZZ川凶b~6.~ 品 ま 福雌股

50% 

11・0
0% 
1叩 19941蛸 1蜘 1ω71998 1蜘 20ωE∞12ω2 20ω20ω2ω5 2ω6 2007 2蜘剖ω20102011 2012 2013 

園5 X枝の進路実態の推移(割合)

注)下から一般就労、職業訓練・準備、福祉施殴の割合の数値のみ表示.
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表 16は、職種別に一般就労者数を示したものである。第1期には毎年度、クリーニング

への就労者が存在し、食品製造への就労者が半数近く占めていたことが分かる。また、そ

の他には清掃闇係や洗車、園芸への就労者が確認できる。第2期になると、クりーニング

への就労者は激減し、食品製造も半数以下へと落ち込んでいる。新たに陶器製造や小売業、

老人福祉事業や流通といった職種に就労している。そして第3期には、クリーニングへの

就労者が若干、復活している一方、清掃関係や調理補助、小売業といった第三次産業への

就労が主流になっている。

表16 x枝における一般就労の職種の推移(人数)
時 年度/ タリー 食品 清掃 陶器 嗣理

洗車 園芸 小売業
老人福

流通 その他 tt 
期 鵬種 =ング 製造 関係 製造 補助 祉事滋

1993 11 4 3 18 
1994 2 9 12 

1995 7 7 2 16 
期 1996 7 3 6 17 

1997 7 6 2 16 

1998 4 8 
1999 4 

2瓜>0 3 5 

2∞1 3 2 9 

2∞2 3 
2 
2∞3 

期
2∞4 2 2 5 

2∞5 2 3 9 

2∞6 2 3 2 3 10 

2∞7 2 6 

2∞8 2 4 5 13 

2∞9 2 2 5 13 

3 2010 2 2 2 3 3 13 
期 2011 2 2 3 3 3 16 

2012 2 2 2 6 14 

2013 2 2 5 2 6 18 

注)空欄は rOJである.

6. まとめと今後の標題

まず、全国と九州の高等特別支援学校におけるキャリア教育の動向について、福祉科に

注目しつつまとめると、①九州では、福祉科に関する職業学科は設置されていないが、普

通科での福祉科実践は着実に前進していること、②全国・九州ともに介護系の資格取得に

力を入れている傾向が見られること、③介護福祉サービス業系への就労の促進とその定

着・安定化を高めていくための教育実践を強化する必要があること、等が明らかとなった。

今後は、①高等特別支援学校(知的障害)におけるキャリア教育と福祉科実践の動向・

成果を引き続き検討すること、②その中でも先進的な福祉科実践を行っている高等特別支

援学校の教育課程と指導法をより詳細に検討すること、③さらに、小中と併設の特別支援

学校高等部と高等特別支援学校 (3年間)の福祉科実践を比較・検討し、高等特別支援学

校における福祉科実践のより有効な指導の系統性を深めていくこと、が課題である。

次に、本稿後半のX校におけるキャリア教育の変遷と進路実態についてまとめると、主

に①生徒の実態において、知的障害を中心としつつも、 2004年度頃より副障害が多様化し
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てきていること、②開校より一貫して教育目標に「社会的、職業的自立に必要な能力や態

度を身につけさせ、将来、社会の一員として自己の生活を充実していくことができる人聞

を育成する」という目的規定を掲げていること、③2014年度から「職業学科設置」に向け

た教育課程の編成の方向性を確立する取り組みを重視していること、④進路指導部におい

ては、学校(教師問)と家庭だけでなく、関係機関とも連携しつつ、進路指導や卒業生の

アフターケアに努めていること、⑤進路実態について、一般就労者率が上昇しつつあり、

なかでも第三次産業への就労者が増加傾向にあること、等が明らかとなった。

今後の課題は、①引き続きX校を中心にしつつ、長崎県内の特別支援学校高等部におけ

るキャリア教育の実際に注目し、その成果・課題を検討していくこと、②X校及び長時県

内の特別支援学校高等部への進学率の変遷や入試の実態、卒業後の進路実態について明ら

かにすること、等である。

最後に、以上を踏まえて、今後の長崎県の高等特別支援学校におけるキャリア教育の方

向性として重要なことは、本研究で明らかにした上記の様々なキャリア教育の動向や特徴

を考慮に入れながら、学科の編成や作業学習の内容などを見直し・改良していくことであ

ろう。
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